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2026 年 1月 28日 

 

サステナビリティ基準委員会 御中 

 

 

PwC Japan有限責任監査法人 品質管理本部 

コーポレート・レポーティング・サービス部 

 

 

「温室効果ガス排出の開示に対する改正案」に対するコメント 

 

貴委員会から 2025 年 12 月 15 日に公表されましたサステナビリティ開示ユニバーサル基

準およびサステナビリティ開示テーマ別基準の公開草案（以下、合わせて「本公開草案」と

いう）について、コメントを表明する機会をいただき御礼申し上げます 1。 

私どもの意見を、下記のとおり提出いたしますので、今後の審議においてご検討いただき

たく、お願い申し上げます。 

 

記 

 

貴委員会が、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）による「温室効果ガス排出の開示

に対する修正―IFRS S2 号の修正」（以下、「IFRS S2 号の修正」という）を受け、SSBJ基準 2

が ISSB 基準と機能的に整合していることを維持するために、SSBJ 基準における取扱いにつ

いて可及的速やかに検討を開始し、基準開発を行っていることを歓迎する。 

本公開草案に付された質問項目については、質問 2を除き、提案に同意する。質問 2 につ

いては、ご検討いただきたい点があるため、当該質問項目に対する意見として以下に記載す

る。 

 

質問 2（本公開草案の主な内容に関する質問） 

本公開草案での主な提案に同意しますか。同意しない場合には、その理由をご記載くだ

さい。 

 

 

 
1 サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案第 3号（サステナビリティ開示ユニバーサル基準の改正案）「サステナビ

リティ開示基準の適用（案）」を「適用基準改正案」、サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 4 号（サステナビリティ

開示テーマ別基準第 1号の改正案）「一般開示基準（案）」を「一般基準改正案」、サステナビリティ開示テーマ別基準公開草

案第 5 号（サステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号の改正案）「気候関連開示基準（案）」を「気候基準改正案」とし、これ

らを合わせて「本公開草案」としています。 
2 サステナビリティ開示ユニバーサル基準「サステナビリティ開示基準の適用」およびサステナビリティ開示テーマ別基準第

1 号「一般開示基準」ならびにサステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関連開示基準」）を合わせて「SSBJ 基準」と

しています。 
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【意見】 

本公開草案の ISSBによる IFRS S2 号の修正への対応として、SSBJ 基準を改正する改正案

の主な内容については基本的に同意する。ただし、一定の場合に「温室効果ガスプロトコル

の企業算定及び報告基準（2004年）」とは異なる方法を使用することができるとする定め（法

域の救済措置）の適用範囲について次の意見がある。 

 法域の救済措置の適用範囲について、気候基準改正案第 49 項ただし書きにおいて

は、「企業の全部又は一部に対して」とされている。これに対し、気候基準改正案

BC130-2項においては、「報告企業全体のみならず、グループ内の一部の企業」と記

載されている。この点、IFRS S2 号の修正よりも適用範囲が限定されていると解釈

される可能性があるため、IFRS S2 号の修正と整合的となるよう、気候基準改正案

BC130-2項の当該記載の見直しを検討いただきたい。 

 

【理由】 

IFRS S2 号の修正では BC97B 項において、以下の下線部分が記載されており、法域の救済

措置の適用範囲は必ずしも「報告企業に含まれる特定の企業」の単位に限定されていない（す

なわち、報告企業に含まれる特定の支店や資産の単位でも法域の救済措置が適用可能である

ことが意図されている。）。 

IFRS S2 号の修正 BC97B項 

In response to this application challenge, the ISSB decided to clarify that the 

jurisdictional relief set out in paragraphs 29(a)(ii) and B24 of IFRS S2 applies 

to an entity, either in whole or in part. 

（中略） 

By referring to ‘part’ of an entity, the amended requirement allows an entity 

to apply the jurisdictional relief to various parts of an entity, including a 

subsidiary, a branch or a particular asset (such as an energy‑production 

facility). 

 

一方、気候基準改正案 BC130-2 項においては「グループ内の一部の企業」と記載されてお

り、法域の救済措置の適用範囲が「報告企業に含まれる特定の企業」の単位に限定されてい

るように思われる。 

そのため、IFRS S2 号の修正と整合的となるよう、気候基準改正案 BC130-2 項に IFRS S2

号の修正 BC97B 項と同様の記載を追加するか、もしくは「グループ内の一部の企業等」とす

るなど、記載の見直しを検討いただきたい。 

 

以 上 


